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１．１８年９月中間期の連結業績  （平成１８年４月１日 ～ 平成１８年９月３０日） 

（１）連結経営成績                               （百万円未満切捨表示） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１８年９月中間期 ９１,７０４  (＋12.5) ８,８２２ (＋16.1) ９,４７６ (＋11.3)

１７年９月中間期 ８１,４８９  (＋14.2) ７,５９８ (＋31.1) ８,５１５ (＋27.9)

１ ８ 年 ３ 月 期 １７５,２２９  １６,２９９ １７,９２５ 
 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円  銭  円  銭  

１８年９月中間期 ５,５５９  (＋19.5) ９１.５９ ９０.３５

１７年９月中間期 ４,６５１  (＋38.2) ７９.９９ ７５.４６

１ ８ 年 ３ 月 期 ９,３１８  １５２.１５ １４６.３３

(注)①持分法投資損益   18 年 9 月中間期 △37 百万円 17 年 9 月中間期 △36 百万円 18 年 3 月期 △82 百万円 

②期中平均株式数(連結)18年 9月中間期60,699,696株 17年 9月中間期58,144,884株 18年 3月期59,245,267株 

③会計処理の方法の変更   有 

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円  銭

１８年９月中間期 １４４,９２１ ７７,７１３ ５０.６  １,２０８.４０

１７年９月中間期 １２５,９８９ ６１,２４３ ４８.６  １,０２２.４８

１ ８ 年 ３ 月 期 １３７,７９８ ６８,１２８ ４９.４  １,１１７.３７

(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 60,699,713 株 17 年 9 月中間期 59,897,125 株 18 年 3 月期 60,700,101 株 

②17 年 9 月中間期、18 年 3 月期における純資産、自己資本比率、1 株当たり純資産は、それぞれ従来の算定方法によ

る株主資本、株主資本比率、1 株当たり株主資本を表示しております。 

（３） 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円  百万円

１８年９月中間期 ７,４０６ △４,８８０ △２,２１２  ６,４９９

１７年９月中間期 ６,６７８ △３,９９８ △３,９６９  ４,９９２

１ ８ 年 ３ 月 期 １３,７７０ △８,５３７ △５,６０３  ６,１３２

 （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

  連結子会社数 ２２社  持分法適用非連結子会社数 ―社  持分法適用関連会社数 ２社 

 （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

  連結 （新規）１社 （除外） ─社    持分法（新規）─社 （除外） ─社 

２．１９年３月期の連結業績予想  （平成１８年４月１日 ～ 平成１９年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通  期 １９０,０００ １９,８００ １１,０００

 (参考)１株当たり予想当期純利益（通期） １８１円２２銭 

(注)①上記予想数値は、為替動向等先行きに不透明感が残ることから、前回（平成 18 年 9 月 12 日）公表値を変更しており

ません。 

②平成 19 年 3 月期の業績予想の前提条件及び業績予想の利用にあたっての注意事項等については、添付資料の６ペー

ジをご参照ください 
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１．企 業 集 団 の 状 況 
 事業の内容 

当社グループは、当社、子会社２６社及び関連会社３社で構成され、四輪車用・二輪車用・汎用計器類、民生用機

器、液晶表示素子等の製造販売を主な事業内容とし、さらに各事業に関連する物流、コンピューターシステム、及び

自動車販売、樹脂材料加工・販売等の事業を展開しております。 

国内関係会社においては、製造会社は主として当社の生産体制と一体となって、当社製品の部品・完成品の製造を

担当し主に当社へ納入をしております。その他販売及びサービス関連の会社については当社及びグループ間の取り引

きのほか、直接他の法人、エンドユーザーとの取り引きをしております。 

 海外関係会社においては、現地系企業への販路拡大及び当社国内得意先の海外展開へ対応するとともに、なかでも

中国・アジア拠点は、グループ内相互補完の輸出基地としての役割をもって当社製品の製造・販売を行っております。 

当社グループの事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 

 
　事　業　区　分 　主　要　製　品　等   　会　　　　　社　　　　　名

　当社
　四輪車用計器 　エヌエスアドバンテック(株)

　自動車及び 　ヘッドアップディスプレイ 　エヌエスエレクトロニクス(株)
　　　汎用計器事業 　二輪車用計器  （株）プレテック・エヌ

　汎用計器  （株）ワイエヌエス
　各種センサー 　ユーケーエヌ・エス・アイ社

　ニューサバイナインダストリーズ社
　タイ-ニッポンセイキ社
　エヌ・エス・インターナショナル社
  ニッポンセイキ ヨーロッパ社
  インドネシア ニッポンセイキ社
  ニッポンセイキ・ド・ブラジル社
  上海日精儀器有限公司
※尚志精機股份有限公司
○慈渓市政通電子有限公司
○エヌエスサンパウロ･コンポーネント･オートモーティブ社

□ジェイエヌエス　インスツルメンツ社
　当社

　空調･家電機器用ﾘﾓｺﾝ 　エヌエスアドバンテック(株)
　民生機器事業 　ＯＡ･情報機器用 　エヌエスエレクトロニクス(株)

　ｺﾝﾄﾛｰﾙﾊﾟﾈﾙ  その他  （株）プレテック・エヌ
  上海日精儀器有限公司
  香港日本精機有限公司
  東莞日精電子有限公司

　当社
　自動包装用機器 　日精サービス（株)

　その他事業 　貨物運送  （株）ホンダﾞ四輪販売長岡
　自動車販売  （株）新長岡マツダ販売
　自動車の板金・塗装   (株）ＮＳモータース
　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ  （株）エヌエスボデイサービス
                の販売 　(株）ＮＳ・コンピュータサービス
　樹脂材料加工・販売 　エヌエスアドバンテック(株)
　その他 　タイ　マット エヌエス社

 （株）プレテック・エヌ　
  香港易初日精有限公司
※アデオン（株）
○日精給食(株)
○日精工程塑料（南通）有限公司

（注）１．複数の事業を営んでいる会社については、それぞれの事業区分に記載しております。
      ２． 無印  連結子会社
      ３． ○    非連結子会社で持分法非適用会社
　　　４.  ※    関連会社で持分法適用会社
　　　５.  □    関連会社で持分法非適用会社

  液晶事業 　液晶表示素子 　当社
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以上を系統図で示すと次の通りであります｡

　　　 　<　国　　内　> 　　 <　海　　外　>

　　　　国　　内　　顧　　客 　　海　　外　　顧　　客

日
製造・販売会社 本 販売会社

自 精 　 ｴﾇ･ｴｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ社（米国）

動 （株）ﾜｲｴﾇｴｽ 機    ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ ﾖｰﾛｯﾊﾟ社（ｵﾗﾝﾀﾞ）

車 株
及 式 製造・販売会社

び 製造会社 会 　 ﾆｭｰｻﾊﾞｲﾅｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ社（米国）

汎 社 　 ﾕｰｹｰｴﾇ･ｴｽ･ｱｲ社（英国）
用  ｴﾇｴｽｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ(株) 　 ﾀｲ-ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ社（タイ）
計 ∧    ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ社(ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）

器  ｴﾇｴｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ（株） 製    ﾆｯﾎﾟﾝｾｲｷ･ﾄﾞ･ﾌﾞﾗｼﾞﾙ社(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ)

／ 造 　 上海日精儀器有限公司(中国)(注)

民 （株）ﾌﾟﾚﾃｯｸ･ｴﾇ ・    香港日本精機有限公司(中国)

生 販    東莞日精電子有限公司(中国)

機 売  ※尚志精機股份有限公司（台湾）

器 会  ○慈渓市政通電子有限公司（中国）

 ○ｴﾇｴｽｻﾝﾊﾟｳﾛ･ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ･ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ社（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ)

社  □ｼﾞｪｲｴﾇｴｽ ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ社（ｲﾝﾄﾞ）

∨

液 親
晶

会
製造会社

　液体充填機 社
そ 　（株）ﾌﾟﾚﾃｯｸ･ｴﾇ

  有機ELの製造･販売
  ※アデオン（株）

の その他　会社 製造・販売会社
　樹脂材料加工・販売 　樹脂材料加工・販売
　 ｴﾇｴｽｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ（株） 　ﾀｲ　ﾏｯﾄ　ｴﾇｴｽ社(ﾀｲ)

他 　自動車販売 ○日精工程塑料(南通)有限公司(中国)

　（株）ﾎﾝﾀﾞ四輪販売長岡
　日精ｻｰﾋﾞｽ（株） その他会社
  （株）新長岡ﾏﾂﾀﾞ販売   香港易初日精有限公司(中国)
  （株）ＮＳモータース
　自動車板金塗装
　（株）ｴﾇｴｽﾎﾞﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
　輸　送
　日精ｻｰﾋﾞｽ（株）
　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄの販売

　（株）ＮＳ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｰﾋﾞｽ

  学校給食請負

○日精給食(株)

無印　連結子会社 　製　　品
○　　非連結子会社で持分法非適用会社 　部　　品
※　　関連会社で持分法適用会社
□    関連会社で持分法非適用会社
（注）上海日精儀器有限公司の持株会社は、連結子会社香港易初日精有限公司であります。
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２．経 営 方 針 
（１）経営の基本方針 

当社は、「顧客の立場に立って、価値の高い製品を提供することにより社会の繁栄に貢献する。」を経営理

念とし、常にグループ一丸となってお客様に満足していただける商品をお届けすることをモットーに事業活動

を展開しております。 
経営の基本方針は、現下の熾烈なコスト競争の中でも、継続的に収益体質を強化し企業価値の増大を図るこ

とであり、具体的には２００５年４月から２００８年３月までを期間とする中期経営計画の中でグループのあ

るべき姿として以下の経営ビジョン、中期経営方針、企業文化（行動指針）を掲げ、２１世紀も成長し続ける

連結企業体を目指しております。 
 

≪経営ビジョン≫ 
“基板実装を核としたもの造り企業”として事業の成長・拡大を図る。 
⇒ ＮＥＭＳ（ネムス）２１００ ： 売上２０００億円 当期純利益１００億円の実現※ 

      ① 車載事業において、四輪グローバルシェア１５％、二輪グローバルシェア４０％の獲得を目指す。 
② 表示デバイス事業、民生事業の拡大を図り、車載事業に並ぶ事業に成長させる。 
※ ＮＥＭＳはＮＳ型ＥＭＳ（Electronics Manufacturing Service）で経営ビジョンの略称。 

日本精機（ＮＳ）グループ独自の保有技術･ノウハウを結集し、車載、民生を始めとする電子機器･メカ

トロニクス製品の受注を今後更に獲得し、業績の成長･拡大を図ることを意図しています。 
 
≪中期経営方針≫ 

① 連結企業体として世界規模での競争に勝ち残り､継続的に成長できる収益体質を構築する。 
 

② 競争に負けない“もの造り総合力（品質、コスト、技術、物流、サービス）”を絶えず強化する。 
 
③ グローバルシェア＜四輪車用計器１５％、二輪車用計器４０％＞の中期的シナリオを見直し、体制強化を

図る。 
 
④ グローバルで通用するプロ集団になるため、自ら学び自己改革する。 

 
≪企業文化～行動指針≫ 

        ―  質実簡迅の企業文化を築き上げ強い会社を目指す。― 
質実簡迅  本質・現実・簡素・迅速 

（本質的なことを現実に基づきシンプルにさっさと実行する。） 
 
（２）利益配分に関する基本方針 

当社は株主の皆様に対する安定配当の継続を基本に、配当額の決定を経営の最重要政策と認識し、各営業年

度の業績と配当性向を総合的に勘案し利益還元を図っております。内部留保金につきましては、安定的な経営

基盤を維持しつつ､新たな成長につながる戦略的な研究開発への先行投資、グローバル事業展開の拡大に向け

た国内外の生産販売体制の整備・強化などに有効活用してまいります。 
 
（３）投資単位の引き下げに関する考え方 

当社は、適正な株価形成には株式の流動性が十分に確保されることが必要であり、個人投資家の市場参加促

進等には投資単位の引き下げは有効な施策であると認識しております。その一方投資単位引き下げに伴うコス

トの増加もあり、業績と株価の推移、株主数など株式市場の動向を注視するとともに、株券不発行制度導入の

時期も念頭に置き慎重に対処してまいりたいと考えております。 
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（４） 会社の対処すべき課題・中期的な経営戦略 

中期経営計画の２年目となる当期においては、引き続き、次の経営課題・戦略に取り組んでおります。 

①品質マネジメントの強化 

全部門の業務プロセスの改善を継続的に行い、予知予防型の品質マネジメントを展開します。 
 

②戦略的技術開発の強化 
顧客のニーズや市場の変化に即応した技術開発を展開し、ＮＥＭＳ２１００に連動させます。 

 
③海外事業の高度化推進 

国内におけるマザー機能及び海外製造拠点の拡充・強化により、現地Ｎｏ.１のＱＣＤ競争力を持つ海

外現地法人を築き上げると共に､成長市場の取り込みと相互補完体制の強化を図ります。 
 

④利益創出体制の強化 
グループをあげて生産性向上、原価低減の体質改善活動に取り組み、更なる収益向上を図ります。 
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３．経 営 成 績 及び 財 政 状 態 
（１）経営成績 

① 当中間期の概況 
当中間連結会計期間における当社グループをとりまく経済環境は、世界各地で原油価格の高騰によ

る影響への懸念が続いておりますが、国内では、企業収益の改善に伴い設備投資や個人消費が増加し、

雇用情勢も改善が広がるなど、景気は引き続き回復基調となりました。一方、海外においては、米国

の景気は引き続き拡大、アジアはインドネシアが不振だったものの中国を中心に拡大が続いており、

欧州の景気も緩やかに回復するなど、総じて堅調に推移いたしました。  
このような経済情勢のなかで当社グループは、ＮＥＭＳ２１００の実現及びグローバル競争の勝ち

残りに向けて、“もの造り総合力（品質、コスト、技術、物流、サービス）”の強化に取り組むとと

もに、目標とする市場シェア獲得（グローバルシェア四輪車用計器１５％、二輪車用計器４０％）の

ために国内外の拠点の整備・拡充に取り組んでまいりました。  
技術開発面では、設計の生産性向上及び技術の高度化に取り組むほか、技術の新拠点として、北米

では「ニッポンセイキ･ノースアメリカン･デザインセンター」（ＮＳインターナショナル社内）を設

立し、現地顧客に対する技術サービスの向上を図りました。日本では「ＮＳテクニカルセンター」（長

岡市高見事業所内）を建設し、量産設計から製造までの一貫体制を構築しました。生産面では、各国

製造拠点の体質強化に加え、「タイ‐ニッポンセイキ社」の第２工場建設によりグローバル相互補完

体制の強化を図りました。また今後、四輪車市場の拡大が見込まれるブラジルにおいて新会社「エヌ

エスサンパウロ・コンポーネント・オートモーティブ社」（サンパウロ州ビニエード市）を設立しま

した。計器事業以外の分野では、販売の強化と効率を図るため、本田系カーディーラー経営の２社を

合併し「ホンダカーズ長岡」としてスタートさせ、またマツダ系カーディーラー経営の「株式会社新

長岡マツダ販売」を新たに設立し営業をスタートさせるなど、カーディーラー事業拡大のための体制

を再編・拡充しました。 

 

当中間連結会計期間の連結売上高は、９１,７０４百万円（前年同期比１２．５％増）、営業利益は、

８,８２２百万円（前年同期比１６．１％増）、経常利益は９,４７６百万円（前年同期比１１．３％

増）、当期純利益は５,５５９百万円（前年同期比１９．５％増）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。 

自動車及び汎用計器事業は、四輪車用計器が、日本、北米、欧州、アジアの全地域で増加、二輪車

用計器は、インドネシアが減少したものの、日本、タイ、ブラジル、中国の伸びがカバーし増加、汎

用も建設機械向けの貢献により増加となり、売上高は全体で５８,８８４百万円（前年同期比１４．１％

増）となりました。営業利益は、売上の増加に加えて、グローバルでの生産性向上活動、及び集中購

買、相互補完による資材費低減により７,６１５百万円（前年同期比１６．８％増）となりました。 

 

民生機器事業は、プラズマディスプレイ用実装基板、ＯＡ機器用コントロールパネル、空調機器用

リモコン等の増加により、売上高は１２,３０９百万円（前年同期比１０．５％増）となりましたが、

営業利益は、４９５百万円（前年同期比１２．３％減）となりました。 

 

液晶事業は、移動体通信及び車載向けの増加により、売上高は９，７７０百万円（前年同期比１１．

０％増）、営業利益は１４５百万円（前年同期比３９０．３％増）となりました。  
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その他事業は、新会社「株式会社新長岡マツダ販売」（自動車販売）が加わり、売上高１０，７４

０百万円（前年同期比８．３％増）となりましたが、カーディーラー事業再編に伴う経費増等により、

営業利益は４５７百万円（前年同期比１８．２％減）となりました。  
 
所在地別セグメントの業績は次の通りであります。  
日本は、民生が減少したものの、計器（四輪車用、二輪車用、汎用）及び液晶が増加したことによ

り売上高は５４，２６８百万円（前年同期比１１．９%増）となりました。営業利益は、計器、液晶の

売上増加に加えて、経営全般に渡る効率化及び部品の集中購買による原価低減により、５，７２６百

万円（前年同期比１０．７%増）となりました。  
 
米州は、北米の四輪車用計器及びブラジルの二輪車用計器の増加により、売上高１４，９１６百万

円（前年同期比  ３．６％増）、営業利益１，０２８百万円（前年同期比６７．２％増）となりました。 
 
欧州は、二輪車用計器の減少を、四輪車用計器の増加がカバーし、売上高は５，９７６百万円（前

年同期比２２．０％増）となりましたが、製品構成の変化により営業利益は９２百万円（前年同期比

２９．４％減）となりました。  
 
アジアは、インドネシアにおける経済情勢の不振により二輪車用計器の伸びが停滞しましたが、タ

イ、中国の四輪車用計器及び中国の民生機器の増加により、売上高は１６，５４２百万円（前年同期

比２０．７％増）、営業利益は１，８６７百万円（前年同期比６．４％増）となりました。  
 

②  通期の見通し  
今後の見通しにつきましては、原油価格、為替の動向及び国際情勢等に先行きの不透明感が残るこ

とから、引き続き予断を許さない状況が続くものと予想されます。このような状況のなかで、当社グ

ループは、更なる商品競争力の強化とグループの体質改善を推進し、当期後半も目標とする業績の確

保に向けて事業活動を展開してまいります。 
 
通期（平成１９年３月期）の連結業績の見通しについては次の通りとなります。 

           売 上 高 １,９００億円   前期比   ８.４％増 

           営業利益   １８９億円   前期比  １６.０％増 

           経常利益   １９８億円   前期比  １０.５％増 

           当期利益   １１０億円   前期比  １８.１％増 

 

当期後半の為替レートは、平均で、１米ドル＝１０５円、１ユーロ＝１３０円、１ポンド＝１９０

円を前提としています。  
通期の業績予測につきましては、現時点で入手可能な情報に基づく将来の予測が含まれております。主要

市場における需給動向、為替相場等に不透明な面があり、実際の業績が記載の見通しと異なる場合があり得

ることをご承知おき下さい。 
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（２）財政状態 
 

 当中間期におけるキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物が前中間連結会計期間に比べ１,５０６

百万円増加し、６,４９９百万円となりました。 

 

 営業活動によるキャッシュ･フローは、７,４０６百万円の収入超過となりました。法人税等の支払額が４２２

百万円増加となりましたが、税金等調整前中間純利益が９,３７１百万円と前年同期と比較して９５２百万円増

加したこと等により、営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比較して７２７百万円（１０.９％）の

増加となりました。 

 

 投資活動によるキャッシュ・フローは４,８８０百万円の支出超過となりました。これは有形固定資産の取得

による支出が前年同期と比較して５１０百万円増加したこと及び投資有価証券の取得が前年同期と比較して２

０８百万円増加した等により、投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期と比較して８８１百万円（２２.

０％）の支出増となりました。 

 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少、配当金の支払額の増加等により２,２１２百万円

の支出超過となりました。 

 

 

 キャッシュ・フローに関する補足情報 

 平成 17 年 9 月期中 平成 18 年 3 月期 平成 18 年 9 月期中

自己資本比率（％） ４８.６ ４９.４ ５０.６ 

時価ベースの自己資本比率（％） ９５.１ １０９.０ １０８.３ 

債務償還年数（年） ０.７ ０.６ ０.６ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ９１.８ １３６.９ ８９.８ 

 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの株主自己比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を利用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っ

ている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計

算書の利息の支払額を使用しております。 
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４．中間連結財務諸表 

中間連結貸借対照表 
（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

(平成 17 年 9 月 30 日) (平成 18 年 9 月 30 日) (平成 18 年 3 月 31 日) 対前期増減 

期  別 

 

科  目 金   額 金   額 金   額  

（ 資 産 の 部 ）     

     

流 動 資 産 ６６,９０２  ７７,７２０   ＋ ３,１６０

現 金 及 び 預 金 

受  取  手  形 

売    掛    金 

棚  卸  資  産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

５,０２８

１,５９５

３５,１７５

１９,５０６

１,８２４

３,９８３

 ６,５５２

１,３８０

３９,３０６

２３,１４８

２,５９０

４,９５５

 

７４,５６０ 

６,１９６ 

１,４８８ 

３８,３６９ 

２１,９７８ 

２,０７４ 

４,６７２ 

 

 

 

 

 

 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

３５６

１０７

９３６

１,１６９

５１５

２８２

貸 倒 引 当 金 △ ２１０  △ ２１１  △ ２１９  ＋ ７

      

固 定 資 産 ５８,８２４  ６６,９３０  ６３,０００  ＋ ３,９２９

 有 形 固 定 資 産 ３９,５４２  ４４,４６１  ４１,７１９  ＋ ２,７４１

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工具・器具及び備品 

土        地 

建 設 仮 勘 定 

１０,３７８

１０,４２０

４,０５８

１３,３７９

１,３０５

 １１,７４３

１１,１４４

４,４１４

１４,７７５

２,３８２

 １０,４４１ 

１１,２２５ 

４,０２２ 

１３,７６４ 

２,２６４ 

 

 

 

 

 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

１,３０２

８０

３９１

１,０１１

１１７

 無 形 固 定 資 産 １,２００  １,２４５  １,１９２  ＋ ５３

 投資その他の資産 １８,０８１  ２１,２２３  ２０,０８８  ＋ １,１３４

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ    の    他 

１６,３０２

９９９

８５５

 １９,４９６

９０８

９７０

 １８,４３３ 

８３９ 

１,００３ 

 

 

 

＋ 

＋ 

△ 

１,０６３

６９

３２

貸 倒 引 当 金 △ ７５  △ １５２  △ １８７  ＋ ３４

      

繰 延 資 産 ２６１  ２７０  ２３７  ＋ ３３

試 験 研 究 費 

 

２６１  ２７０  ２３７  ＋ ３３

資 産 合 計 １２５,９８９  １４４,９２１  １３７,７９８  ＋ ７,１２３
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（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

(平成 17 年 9 月 30 日) (平成 18 年 9 月 30 日) (平成 18 年 3 月 31 日) 対前期増減 

期  別 

 

科  目 金   額 金   額 金   額  

（ 負 債 の 部 ）     

流 動 負 債 ４９,９０６  ５７,９１４  ５６,２３５  ＋ １,６７８

支  払  手  形 

買    掛    金 

短 期 借 入 金 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

製品補償損失引当金 

そ の 他 の 流 動 負 債 

２,５０１

３０,４８２

５,３２６

３,０７１

２,２８６

─

─

６,２３７

 ２,３０５

３５,０４５

６,６９４

３,２９０

２,３１３

１３６

１８４

７,９４４

 ２,３９６ 

３４,３３７ 

５,９２１ 

３,６５４ 

１,６９７ 

─ 

１９４ 

８,０３４ 

 △ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

９０

７０７

７７３

３６３

６１６

１３６

１０

９０

固 定 負 債 １０,４７５  ９,２９３  ９,２２０  ＋ ７２

社        債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

連 結 調 整 勘 定 

負 の の れ ん 

そ の 他 の 固 定 負 債 

１,５６３

３,８１２

１,５９４

１,９０５

４６２

４４

─

１,０９４

 ７４７

２,４８６

３,０９２

１,９６３

４４７

─

４７４

８１

 ７７２ 

２,９８４ 

２,５９９ 

１,９２０ 

５１５ 

１５７ 

─ 

２７０ 

 △ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

△ 

２５

４９７

４９３

４２

６８

１５７

４７４

１８８

負 債 合 計 ６０,３８２  ６７,２０７  ６５,４５６  ＋ １,７５１

（少数株主持分）      

少 数 株 主 持 分 ４,３６３  ─  ４,２１３  △ ４,２１３

（ 資 本 の 部 ）      

資 本 金 １４,０３５  ─  １４,４０１  △ １４,４０１

資 本 剰 余 金 ６,５４５  ─  ６,８２４  △ ６,８２４

利 益 剰 余 金 ３７,２６２  ─  ４１,４９５  △ ４１,４９５

その他有価証券評価差額金 ４,６８９  ─  ５,９１０  △ ５,９１０

為替換算調整勘定 △ １,２７３  ─  △ ４９３  ＋ ４９３

自 己 株 式 △ １４  ─  △ １０  ＋ １０

資 本 合 計 ６１,２４３  ─  ６８,１２８  △ ６８,１２８

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
１２５,９８９  ─  １３７,７９８  △ １３７,７９８

（純資産の部） 
株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 
評価・換算差額等 
 その他有価証券評価差額金 
 為替換算調整勘定 
少 数 株 主 持 分 

─

─

─

─

─

─

─

─

─

 

６７,１６６

１４,４０６

６,８０７

４５,９９４

△    ４１

６,１８２

６,３５３

△   １７０

４,３６４

 

 

 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

  

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

６７,１６６

１４,４０６

６,８０７

４５,９９４

４１

６,１８２

６,３５３

１７０

４,３６４

純 資 産 合 計 ─  ７７,７１３  ─  ＋ ７７,７１３

負債、純資産合計 ─  １４４,９２１  ─  ＋ １４４,９２１
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 －１０－

 

中間連結損益計算書 
（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間  前連結会計年度 

自 平成１７年４月 １日

至 平成１７年９月３０日

自 平成１８年４月 １日

至 平成１８年９月３０日
対前年中間期 

増    減 

自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日 

期  別 
 
 
科  目 金  額 比率 金  額 比率  金  額 比率

 ％ ％  ％

Ⅰ 売    上    高 ８１,４８９ 100.0 ９１,７０４ 100.0 ＋１０,２１５ １７５,２２９ 100.0

Ⅱ 売  上  原  価 

    売 上 総 利 益 

６５,５８１

１５,９０８

80.5

19.5

７４,０５５

１７,６４９

80.8

19.2

＋

＋

８,４７４ 

１,７４０ 

１４１,２０１

３４,０２７

80.6

19.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

    営 業 利 益 

８,３０９

７,５９８

10.2

9.3

８,８２６

８,８２２

9.6

9.6

＋

＋

５１６ 

１,２２３ 

１７,７２８

１６,２９９

10.1

9.3

Ⅳ 営 業 外 収 益 

 １ 受取利息及び配当金 

 ２ そ の 他 

１,０３２

１５７

８７４

1.3 ７９１

２１８

５７２

0.8 △

＋

△

２４１ 

６０ 

３０２ 

１,８４６

３０５

１,５４１

1.0

Ⅴ 営 業 外 費 用 

 １ 支 払 利 息 

 ２ 持分法による投資損失 

 ３ そ の 他 

    経 常 利 益 

１１５

７２

３６

６

８,５１５

0.1

10.5

１３７

９０

３７

９

９,４７６

0.1

10.3

＋

＋

＋

＋

＋

２１ 

１８ 

１ 

２ 

９６０ 

２２０

１１５

８２

２２

１７,９２５

0.1

10.2

Ⅵ 特  別  利  益 

 １ 固 定 資 産 売 却 益 

 ２ そ の 他 

８２

５５

２７

0.0 ４１

３３

７

0.1 △

△

△

４１ 

２１ 

１９ 

１５８

１００

５８

0.1

Ⅶ 特  別  損  失 

 １ 固 定 資 産 処 分 損 

 ２ 取引先支援損失引当金繰入額 

 ３ そ の 他 

１７９

４０

─

１３８

0.2 １４６

３９

─

１０７

0.2 △

△

△

３３ 

１ 

─ 

３１ 

１,３８３

２５５

８６７

２６１

0.8

   税 金 等 調 整 前 中 間 

（ 当 期 ） 純 利 益 
８,４１８ 10.3 ９,３７１ 10.2 ＋ ９５２ １６,６９９ 9.5

   法人税、住民税及び事業税 ３,２２７ 3.9 ３,５５５ 3.9 ＋ ３２８ ６,１７０ 3.5

   法 人 税 等 調 整 額 △   ７８ △0.0 △  ３６６ △0.4 △ ２８７ ６ 0.0

   少 数 株 主 利 益 ６１９ 0.7 ６２３ 0.6 ＋ ３ １,２０４ 0.7

   中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ４,６５１ 5.7 ５,５５９ 6.1 ＋ ９０８ ９,３１８ 5.3
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 －１１－

 

中間連結剰余金計算書 
 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日 

自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３1日 

 期  別 

 

科  目 金   額 金   額 

Ⅰ.資本剰余金期首残高 ５,５０５  ５,５０５

  

Ⅱ.資本剰余金増加高          １,０５１  １,４１６

1.新株予約権の行使による新株

式の発行 
１,０５１ １,４１６

  

Ⅲ.資本剰余金減少高 １１  ９７

1.自己株式処分差損 １１  ９７

  

資

本

剰

余

金

の

部 

Ⅳ.資本剰余金中間期末（期末） 

残高 
６,５４５ ６,８２４

Ⅰ.利益剰余金期首残高 ３３,５０４  ３３,５０４

  

Ⅱ.利益剰余金増加高 ４,６５３  ９,３１８

1.中間（当期）純利益 

2.その他 

４,６５１

２

 ９,３１８

─

 

Ⅲ.利益剰余金減少高 ８９５

 

１,３２６

1.配当金 ５７５  ９９４

2.役員賞与 ３０４  ３０４

3.連結子会社持分比率変更に 

 伴う減少額 
─  ０

4.持分法適用会社減少に伴う 

 減少額 

5.従業員奨励福利基金 

１６

─

 

１６

１１

  

利

益

剰

余

金

の

部 

Ⅳ.利益剰余金中間期末（期末） 

残高 
３７,２６２ ４１,４９５
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 －１２－

中間連結株主資本等変動計算書 
当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日）（百万円未満切捨表示）（単位：百万円） 

株主資本 

項目 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 14,401 6,824 41,495 △10 62,710

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
5 5  10

新株予約権の行使  △22 36 13

剰余金の配当  △728  △728

役員賞与金  △303  △303

中間純利益  5,559  5,559

連結子会社持分の変更  △28  △28

自己株式の取得  △68 △68

自己株式の処分  0 0 0

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の

変動額（純額） 

  

中間連結会計期間中の変

動額合計 
5 △17 4,498 △30 4,456

平成 18 年 9 月 30 日残高 14,406 6,807 45,994 △41 67,166

 

評価・換算差額等 

項目 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整 

勘定 

評価・換算差額等

合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,910 △493 5,417 4,213 72,342

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
  10

新株予約権の行使   13

剰余金の配当   △728

役員賞与金   △303

中間純利益   5,559

連結子会社持分の変更   △28

自己株式の取得   △68

自己株式の処分   0

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の

変動額（純額） 

442 323 765 150 915

中間連結会計期間中の変

動額合計 
442 323 765 150 5,371

平成 18 年 9 月 30 日残高 6,353 △170 6,182 4,364 77,713
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 －１３－

中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間  前連結会計年度 

自  平成17年4月  1日

至  平成17年9月30日

自  平成18年4月  1日

至  平成18年9月30日

対前年中間期 

増    減 
自  平成17年4月  1日

至  平成18年3月31日

期  別 

 

 

科  目 金   額 金   額  金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 

9. 

10. 

11. 

12. 

13. 

14. 

15. 

16. 

17. 

18. 

19. 

20. 

21. 

税金等調整前中間(当期)純利益 

減  価  償  却  費 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 

の れ ん 償 却 額 

賞 与 引 当 金 の 増 加 額 

退職給付引当金の減少額 

貸倒引当金の増加（減少）額 
製品補償損失引当金の増加(減少)額 

取引先支援損失引当金の増加(減少)額 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

支   払   利   息 

為 替 差 損 （ 差 益 ） 

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 

有 形 固 定 資 産 売 却 益 

有 形 固 定 資 産 処 分 損 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

売 上 債 権 の 増 加 額 

棚 卸 資 産 の 増 加 額 

仕 入 債 務 の 増 加 額 

役 員 賞 与 の 支 払 額 

そ     の     他 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

８,４１８

２,６６２

１５

─

６２０

１１１

２

─

─

１５７

７２

１７１

３６

５５

４０

８

２,２０５

８６３

３,１２４

３２０

１,０８９

△

△

△

△

△

△

△

△

△

９,３７１

２,９２６

─

２５

７５２

２６

４９

１０

８６７

２１８

９０

１５４

３７

３３

３９

１０７

２８０

８２７

８０

３２０

２０１

＋

＋

△

＋

＋

＋

△

△

△

△

＋

＋

＋

＋

△

＋

＋

＋

△

△

＋

９５２ 

２６４ 

１５ 

２５ 

１３２ 

８５ 

５２ 

１０ 

８６７ 

６０ 

１８ 

３２６ 

１ 

２１ 

１ 

９８ 

１,９２５ 

３６ 

３,０４４ 

０ 

１,２９０ 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

１６,６９９

５,８８２

６

─

３０

４５

１１４

１９４

８６７

３０５

１１５

１４４

８２

１００

１５２

１５

４,０３５

２,７１６

４,８１８

３２０

１,８４５

 小  計  １０,０２５ １１,１５２ ＋ １,１２６  １９,４６７

22. 

23. 

24. 

利息及び配当金の受取額 

利 息 の 支 払 額 

法 人 税 等 の 支 払 額 

 

△ 

△ 

２２４

７２

３,４９９

△

△

２５８

８２

３,９２１

＋

△

△

３３ 

９ 

４２２ 

 

△ 

△ 

３１９

１００

５,９１６

 営業活動によるキャッシュ・フロー  ６,６７８ ７,４０６ ＋ ７２７  １３,７７０
     

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

1. 

2. 

3. 

 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 

9. 

有形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

無形固定資産・投資その他の資産 

の取得による支出 

営 業 譲 受 に よ る 収 入 

貸 付 に よ る 支 出 

貸 付 金 回 収 に よ る 収 入 

投資有価証券の取得による支出 

投資有価証券の売却による収入 

そ      の      他 

△ 

 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

 

３,８６８

２７５

１４３

─

８６

５

２２４

１２

２９

△

△

△

△

△

４,３７９

１５９

１２０

１２０

１０６

１５８

４３２

９

２８９

△

△

＋

＋

△

＋

△

△

△

５１０ 

１１６ 

 

２３ 

１２０ 

２０ 

１５３ 

２０８ 

２ 

３１９ 

△ 

 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

 

８,２６０

４７５

３１６

─

１５０

１２

３３５

３５

２

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３,９９８ △ ４,８８０ △ ８８１ △ ８,５３７
     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

短 期 借 入 金 の 減 少 額 

長 期 借 入 に よ る 収 入  

長期借入金の返済による支出 

自己株の取得･売却による収支 

配 当 金 の 支 払 額 

少数株主への配当金の支払額 

そ の 他 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

２,９２８

１,０８４

１,３０６

８３

５７４

１６０

─

△

△

△

△

△

△

５３９

３８７

１,０６４

６７

７２７

１４６

５４

＋

△

＋

＋

△

＋

△

２,３８９ 

６９６ 

２４１ 

１６ 

１５３ 

１４ 

５４ 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

２,３３７

１,１６５

２,３５８

２２５

９９３

８５３

─

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３,９６９ △ ２,２１２ ＋ １,７５７ △ ５,６０３

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ８４ ５２ △ ３１  ３０４

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(減少)額 △ １,２０５ ３６６ ＋ １,５７１  ６５

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ６,１９８ ６,１３２ △ ６５  ６,１９８

Ⅶ
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高 
 ４,９９２ ６,４９９ ＋ １,５０６  ６,１３２
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 －１４－

(中間連結財務諸表作成のための基本となる事項） 
 

１．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社  ２２社 

エヌエスアドバンテック(株)、エヌエスエレクトロニクス(株)、(株)ワイエヌエス、(株)ＮＳ・コンピュー

タサービス、日精サ－ビス(株)、 (株)ホンダ四輪販売長岡、(株)ＮＳモータース、（株）新長岡マツダ販

売、(株)エヌエスボデイサービス、(株)プレテック・エヌ、ユーケーエヌ・エス・アイ社、ニッポンセイキ

ヨーロッパ社、ニューサバイナインダストリーズ社、エヌ・エス・インターナショナル社、ニッポンセイキ･

ド･ブラジル社、タイ-ニッポンセイキ社、タイ マット エヌエス社、インドネシア ニッポンセイキ社、香

港日本精機有限公司、東莞日精電子有限公司、上海日精儀器有限公司、香港易初日精有限公司 

 （新規）（株）新長岡マツダ販売 

（株）新長岡マツダ販売は当中間連結会計期間に新たに設立したため、当中間連結会計期間から連

結の範囲に含めております。 

また、（株）大和ホンダは、(株)ホンダ四輪販売長岡（存続会社）と合併しております。 

     

(2)  非連結子会社   ４社 

日精給食（株） 

エヌエスサンパウロ・コンポーネント・オートモーティブ社 

慈溪市政通電子有限公司 

日精工程塑料(南通)有限公司 

 

(3) 非連結子会社について、連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社 4 社は小規模会社であり、総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）は、

いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)  持分法適用会社 ２社 

アデオン（株）、尚志精機股份有限公司 

 

(2)  持分法を適用していない非連結子会社４社及び関連会社１社は、中間純損益並びに利益剰余金(持分に見合う

額)等に及ぼす影響に重要性がないため、持分法の適用より除いております。 

 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち、ニッポンセイキ･ド･ブラジル社、タイ-ニッポンセイキ社、タイ マット エヌエス社、イ

ンドネシア ニッポンセイキ社、香港日本精機有限公司、東莞日精電子有限公司、上海日精儀器有限公司、及

び香港易初日精有限公司の中間決算日は６月３０日であり、(株)プレテック・エヌの中間決算日は８月３１日

であります。中間連結財務諸表作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の中間事業年度末日と中

間連結決算日は、一致しております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①棚卸資産 

      計器類の製品・仕掛品 ･････････  総平均法による原価法 

      その他の製品・仕掛品 ･････････  個別法による原価法 

      原    材    料 ･････････  総平均法による原価法 

      貯    蔵    品 ･････････  最終仕入原価法 

②有価証券 

      満期保有目的の債券･･････償却原価法（定額法） 

      その他の有価証券 

       時価のあるもの ･･････ 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

       時価のないもの ･･････ 移動平均法による原価法 

    ③デリバティブ取引 

時価法 

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産   ･････････ 主として定率法 

    ②無形固定資産   ･････････ 主として定額法 

但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    ③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11 月 29

日）を適用しております。 

これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ 136

百万円減少しております。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)による按分額を償

却することとしております。 

数理計算上の差異については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)による按分額

を、翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

    ⑤役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社 8 社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。 
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 (4) 中間連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の中間財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めております。 

 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

  (6) その他 

①消費税等の会計処理について 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

②繰延資産の処理方法 

      試験研究費 

英国の連結子会社であるユーケーエヌ・エス・アイ社他 1 社は自国の会計基準に基づき、四輪車用

計器類に係わる新製品・新技術の開発に特別に要した費用は、繰延資産として計上し、関連する製

品の生産期間にわたって償却しております。 

③親会社と連結子会社で会計処理基準が異なるもの 

      連結子会社が採用する会計処理基準は下記事項を除き、当社が採用する会計処理基準とおおむね同一

であります。 

      棚卸資産の評価基準及び評価方法 

       連結子会社２社 

         計器類の製品・仕掛品 ･･････ 売価還元法による原価法 

         計器類の原材料・貯蔵品 ････ 最 終 仕 入 原 価 法            

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

６．のれんの償却に関する事項 

のれんは、5 年間で均等償却しております。 

 

７．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金、要求払預金及び取得日から 3

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期投資を計上しております。 

 
（貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号 平成 17

年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8

号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は 73,349 百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
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(注記) 

中間連結貸借対照表関係                                  (単位:百万円) 

 前中間連結 

会計期間 
 当中間連結 

会計期間 
 前連結 

会計年度 
 

対前期増減  

１.有形固定資産の減価償却累計額 ６１,０４５ ６５,９９９ ６３,０８６  ＋２,９１２

２.保証債務残高 ７１ １５３ １３４    ＋   １８

３.自己株式の数及び （8,716 株 ） （16,596 株 ） （4,192 株 ） （＋12,404 株 ）

  中間連結貸借対照表計上額 １４ ４１ １０  ＋   ３０

 

中間連結株主資本等変動計算書関係 

当中間連結会計期間 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（千株） ６０,７０４ １２ ─ ６０,７１６

２．自己株に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（千株） ４ ２８ １５ １６

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 

1 株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成 18 年 6 月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 ７２８ １２ 平成 18 年 3 月 31 日 平成 18 年 6 月 29 日 

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 

1 株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年 11月 14日 

取締役会 
普通株式 ５４６ ９ 平成 18 年 9 月 30 日 平成 18 年 12 月 12 日

 

連結キャッシュ・フロー計算                              (単位:百万円) 

 現金及び現金同等物の期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 前中間連結 

会計期間 

当中間連結会計

期間 
増  減 前連結会計年度

現 金 及 び 預 金 勘 定  ５,０２８ ６,５５２ ＋ １,５２３  ６,１９６

預入期間３ヶ月を超える定期預金 △ ３６ △ ５３ △ １６ △ ６３

現 金 及 び 現 金 同 等 物  ４,９９２ ６,４９９ ＋ １,５０６  ６,１３２
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５．セグメント情報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

前連結中間会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

 

自動車及び 

汎用計器 

事   業 

民生機器

 

事   業

液   晶

 

事   業

そ の 他

 

事   業 計 

消   去 

又は 

全   社 

 

連   結

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高 

(1)外部顧客に対する 

       売上高 51,626  11,141 8,800 9,921 81,489  ─  81,489

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

  売上高又は振替高 ─  ─ ─ 4,505 4,505  ( 4,505 ) ─

   計 51,626  11,141 8,800 14,426 85,995  ( 4,505 ) 81,489

 営 業 費 用 45,105  10,575 8,771 13,867 78,319  ( 4,428 ) 73,891

 営 業 利 益 6,521  565 29 559 7,675  (    77 ) 7,598

 

当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

 

自動車及び 

汎用計器 

事   業 

民生機器

 

事   業

液   晶

 

事   業

そ の 他

 

事   業 計 

消   去 

又は 

全   社 

 

連   結

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高 

(1)外部顧客に対する 

       売上高 58,884  12,309 9,770 10,740 91,704  ─  91,704

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

  売上高又は振替高 ─  ─ ─ 4,795 4,795  ( 4,795 ) ─

   計 58,884  12,309 9,770 15,535 96,499  ( 4,795 ) 91,704

 営 業 費 用 51,268  11,814 9,624 15,077 87,785  ( 4,903 ) 82,882

 営 業 利 益 7,615  495 145 457 8,714  108  8,822

 

前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 

自動車及び 

汎用計器 

事   業 

民生機器

 

事   業

液   晶

 

事   業

そ の 他

 

事   業

 

計 

消   去 

又は 

全   社 

 

連   結

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高 

(1)外部顧客に対する 

       売上高 111,641  24,011 19,191 20,384 175,229  ─  175,229

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

  売上高又は振替高 ─  ─ ─ 8,846 8,846  ( 8,846 ) ─

   計 111,641  24,011 19,191 29,231 184,076  ( 8,846 ) 175,229

 営 業 費 用 97,398  22,913 19,066 28,411 167,789  ( 8,859 ) 158,929

 営 業 利 益 14,243  1,098 125 819 16,286  12  16,299
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(注)  １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

 事 業 区 分         主 要 製 品 

自動車及び 

   汎用計器事業 

四輪車用計器、ヘッドアップディスプレイ、二輪車用計器、汎用計器、 

各種センサー 

民 生 機 器 事 業  
OA･情報機器操作ﾊﾟﾈﾙ、空調･家電機器ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ、FA･ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄﾕﾆｯﾄ ASSY、 

高密度実装基板 EMS 

液  晶   事  業 計器・時計・音響機器・通信機器・OA 機器・家電・車載用ﾓﾉｸﾛ･ｶﾗｰ・反射型ｶﾗ

ｰ LCD､ﾓﾉｸﾛ・ｶﾗｰ・反射型ｶﾗｰ LCD ﾓｼﾞｭｰﾙ 

そ の 他 事 業 

 

液体充填機、自動車販売、貨物運送、ｿﾌﾄｳｴｱの開発販売、受託計算 

樹脂材料の加工・販売 
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（２） 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

 日  本 米  州 欧  州 ア ジ ア 計 

消去又は 

全  社 連  結

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

  売上高 

  (1)外部顧客に対する 

       売上高 48,496  14,393 4,898 13,701 81,489  ─  81,489

  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

   売上高又は振替高 17,187  139 ─ 2,483 19,810  (19,810 

 

) ─

計 65,683  14,533 4,898 16,185 101,300  (19,810 ) 81,489

   営 業 費 用 60,508  13,917 4,767 14,430 93,624  (19,733 ) 73,891

   営 業 利 益 5,175  615 130 1,755 7,675  (    77 ) 7,598

 

当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

 日  本 米  州 欧  州 ア ジ ア 計 

消去又は 

全  社 連  結

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

  売上高 

  (1)外部顧客に対する 

       売上高 54,268  14,916 5,976 16,542 91,704  ─  91,704

  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

   売上高又は振替高 17,509  90 30 3,216 20,846  (20,846 

 

) ─

計 71,778  15,007 6,007 19,759 112,551  (20,846 ) 91,704

   営 業 費 用 66,051  13,978 5,915 17,891 103,837  (20,954 ) 82,882

   営 業 利 益 5,726  1,028 92 1,867 8,714  108  8,822

 

前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 日  本 米  州 欧  州 ア ジ ア 計 

消去又は 

全  社 連  結

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

  売上高 

  (1)外部顧客に対する 

       売上高 103,520  30,067 10,493 31,147 175,229  ─  175,229

  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

   売上高又は振替高 36,982  196 ─ 5,211 42,390  (42,390 

 

) ─

計 140,502  30,263 10,493 36,359 217,619  (42,390 ) 175,229

   営 業 費 用 129,077  28,978 10,032 33,244 201,333  (42,403 ) 158,929

   営 業 利 益 11,425  1,285 460 3,114 16,286  12  16,299
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（３） 海外売上高 

前中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

 米 州 欧 州 アジア 計 

Ⅰ海 外 売 上 高 
百万円 

１４,５２５ 

百万円

 ５,３９０ 

百万円

１４,９６９ 

百万円 

 ３４,８８４ 

Ⅱ連 結 売 上 高 
   百万円 

 ８１,４８９ 

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

％ 

 １７.８ 

％

  ６.６ 

％

 １８.４ 

％ 

  ４２.８ 

 

当中間連結会計期間（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

 米 州 欧 州 アジア 計 

Ⅰ海 外 売 上 高 
百万円 

１５,３７７ 

百万円

 ６,６５６ 

百万円

１８,１３３ 

百万円 

 ４０,１６７ 

Ⅱ連 結 売 上 高 
   百万円 

 ９１,７０４ 

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

％ 

 １６.８ 

％

  ７.３ 

％

 １９.８ 

％ 

  ４３.８ 

 

前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 米 州 欧 州 アジア 計 

Ⅰ海 外 売 上 高 
百万円 

３０,３６０ 

百万円

１１,４３６ 

百万円

３３,８３５ 

百万円 

 ７５,６３２ 

Ⅱ連 結 売 上 高 
   百万円 

１７５,２２９ 

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

％ 

 １７.３ 

％

  ６.５ 

％

 １９.３ 

％ 

  ４３.２ 

 

(注)１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計であります。 

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)  米 州 …… 米国・カナダ・ブラジル 

(2)  欧 州 …… 英国・イタリア・オランダ・スペイン 

(3)  アジア …… 中国・タイ・インドネシア 
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６．有価証券及びデリバティブ取引の状況等 

 

有価証券 

 (1)時価のある有価証券 

（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

当中間連結会計期間 

（平成 18 年 9 月 30 日現在） 

前連結会計年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 
区  分 

取得原価 
中 間 連 結 

貸借対照表 

計 上 額 

差   額 取得原価
中 間 連 結

貸借対照表

計 上 額

差   額 取得原価 
連 結 貸 借

対 照 表 計

上 額

差   額

その他有価証券 

① 株    式 

② そ の 他 

 

5,503 

0 

 

13,373 

0 

7,869

─

5,531

0

16,206

0

10,675

─

 

5,513 

0 

15,434

0

9,920

─

計 5,503 13,373 7,869 5,531 16,206 10,675 5,513 15,434 9,920

 

 (2)時価評価されていない主な有価証券 

                         （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

（平成 17 年 9 月 30 日現在）

当中間連結会計期間 

（平成 18 年 9 月 30 日現在）

前連結会計年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 区  分 
中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 

 非上場外国債券 

 

1,121 

 

1,169 

 

1,164 

計 1,121 1,169 1,164 

その他有価証券 

非上場株式 

 

718 

 

619 

 

696 

計 718 619 696 

 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

［通貨関連］                       （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
前中間連結会計期間 

（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

当中間連結会計期間 

（平成 18 年 9 月 30 日現在） 

前連結会計年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

契約額等 契約額等 契約額等 
区

分 
種 類 

 うち 

１年超 

時価 
評価

損益  うち

１年超

時価
評価

損益  うち 

１年超 
時価

評価

損益

             

為替予約

取引             

売   建           

米 ド ル ─  ─  ─  ─ 1,163 ─ 1,174 △11 ─  ─  ─ ─

           

通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ

取引           

売   建           

コ ー ル 87,500  ─    75,000 ─ 25,000  ─  

米 ド ル (65 ) (─ ) (143 ) △78 (77 ) (─ ) (108 ) △30 (28 ) (─ ) （11 ） 17

           

買   建           

プ ッ ト           

米 ド ル 35,000  ─    30,000 ─ 10,000  ─  

市

場

取

引

以

外

の

取

引 (63 ) (─ ) （39 ） △24 (80 ) (─ ) （27 ） △53 (26 ) (─ ) （14 ） △11

合   計 ─  ─  ─  △103 ─ ─ ─ △95 ─  ─  ─ 5

 注）１．時価の算定方法 

取引銀行から提示された価格によっております。 

２．オプション取引における（ ）書きは、オプション料であります。 
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 －２３－

７．販 売 の 状 況 

 

(1)品目別売上高（連結） 

（百万円未満切捨表示）（単位：百万円） 

前中間連結会計期間
自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 17 年 9 月 30 日

当中間連結会計期間
自 平成 18 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

前連結会計年度 
自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日

期  別 

 

事  業 金 額 構成比 金 額 構成比

増  減 

金 額 構成比

  % %  %

自動車及び汎用計器事業 51,626 60.0 58,884 61.0 ＋ 7,258 111,641 60.7

民 生 機 器 事 業 11,141 13.0 12,309 12.8 ＋ 1,168 24,011 13.0

液 晶 事 業 8,800 10.2 9,770 10.1 ＋   969 19,191 10.4

そ の 他 事 業 14,426 16.8 15,535 16.1 ＋ 1,108 29,231 15.9

計 85,995 100.0 96,499 100.0 ＋ 10,504 184,076 100.0

消 去 又 は 全 社 △  4,505 ─ △  4,795 ─ △  289 △  8,846 ─

連 結 81,489 ─ 91,704 ─ ＋ 10,215 175,229 ─

 

 

(2)所在地別売上高（連結） 

（百万円未満切捨表示）（単位：百万円） 
前中間連結会計期間
自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 17 年 9 月 30 日

当中間連結会計期間
自 平成 18 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

前連結会計年度 
自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日

期  別 

 

所 在 地     金 額 構成比 金 額 構成比

増  減 

金 額 構成比

  % %  %

日 本 65,683 64.8 71,778 63.8 ＋ 6,094 140,502 64.6

米 州 14,533 14.4 15,007 13.3 ＋   473 30,263 13.9

欧 州 4,898 4.8 6,007 5.3 ＋ 1,109 10,493 4.8

ア ジ ア 16,185 16.0 19,759 17.6 ＋ 3,573 36,359 16.7

計 101,300 100.0 112,551 100.0 ＋ 11,250 217,619 100.0

消 去 又 は 全 社 △ 19,810 ─ △ 20,846 ─ △ 1,035 △ 42,390 ─

連 結 81,489 ─ 91,704 ─ ＋ 10,215 175,229 ─
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平成１９年３月期     個別中間財務諸表の概要     平成１８年１１月１４日 

上場会社名 日 本 精 機 株 式 会 社              上場取引所    東証二部 

コード番号 ７２８７                     本社所在都道府県 新潟県 

（ＵＲＬ http://www.nippon-seiki.co.jp/） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長          氏名 永井 正二 

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部経営管理統括部ＧＭ 氏名 五十嵐竹善 ＴＥＬ （０２５８）２４－３３１１ 

中間決算取締役会開催日 平成１８年１１月１４日         配当支払開始日 平成１８年１２月１２日 

単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 

 

１．１８年９月中間期の業績 （平成１８年４月１日 ～ 平成１８年９月３０日） 

（１）経営成績                              （百万円未満切捨表示） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１８年９月中間期 ５７,２４１  （＋8.6） ４,２２２ （＋18.4） ５,９７８  （＋ 9.1）

１７年９月中間期 ５２,６９２  （＋9.8） ３,５６７ （＋24.0） ５,４７９  （＋13.3）

１ ８ 年 ３ 月 期 １１３,６４０  ７,９８２ １１,５５５  
 

 中間(当期)純利益 1 株当たり中間(当期)純利益

 百万円 ％ 円  銭

１８年９月中間期 ３,８２１  （＋ 7.4） ６２.９５  

１７年９月中間期 ３,５５６  （＋26.6） ６１.１７  

１ ８ 年 ３ 月 期 ６,３９２  １０５.０４

(注)①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 60,699,696 株 17 年 9 月中間期 58,144,884 株 18 年 3 月期 59,245,267 株 

②会計処理の方法の変更   有 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％  円  銭

１８年９月中間期 １１１,７２２  ６１,２２９  ５４.８  １,００８.７３

１７年９月中間期 ９９,３６８  ５３,６２４  ５４.０  ８９５.２７

１ ８ 年 ３ 月 期 １０７,３９７  ５７,９０６  ５３.９  ９５１.１８

(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 60,699,713 株 17 年 9 月中間期 59,897,125 株 18 年 3 月期 60,700,101 株 

 ②期末自己株式数  18 年 9 月中間期 16,596 株 17 年 9 月中間期 8,716 株 18 年 3 月期 4,192 株 

 ③17 年 9 月中間期、18 年 3 月期における純資産、自己資本比率、1株当たり純資産は、それぞれ従来の算定方法 

による株主資本、株主資本比率、1 株当たり株主資本を表示しております 

２．１９年３月期の業績予測 （平成１８年４月１日 ～ 平成１９年３月３１日） 

 
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円  百万円 百万円  

通   期 １１８,０００  １１,８００  ７,４００  

 (参考)１株当たり予想当期純利益（通期） １２１円９１銭 

(注)①上記予想数値は、為替動向等先行きに不透明感が残ることから、前回（平成 18 年 9 月 12 日）公表値を変更し

ておりません。 

②平成 19 年 3 月期の業績予想の前提条件及び業績予想の利用にあたっての注意事項等については、添付資料の 

６ページをご参照ください 

３．配当状況 
・現金配当 １株当たり配当金 

 中間期末 期  末 年  間 

 

１８年３月期 

円 銭 

７.００ 

円 銭 

１２.００ 

円 銭 

１９.００ 

１９年３月期（実績） ９.００ ─ 

１９年３月期（予想） ─ １０.００ 
１９.００ 

(注)１８年９月中間期末配当金の内訳 特別配当 ５円００銭 
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比 較 貸 借 対 照 表 

 （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度  

(平成 17 年 9 月 30 日) (平成 18 年 9 月 30 日) (平成 18 年 3 月 31 日) 対前期増減 

期  別 
 
科  目 金  額 金  額 金  額  

（ 資 産 の 部 ）     

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金 
受  取  手  形 
売    掛    金 
製        品 
原    材    料 
仕    掛    品 
貯    蔵    品 
前  払  費  用 
繰 延 税 金 資 産 
短 期 貸 付 金 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産 

建        物 
構    築    物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具・器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 

 投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

５０,５３７

９７６

１,０５５

３１,７１６

１,８７５

４,０１３

８６４

１１０

１０１

８１９

６,７１８

２,１５９

１４０

１２

４８,８３０

２０,７５０

４,４４６

２１７

３,８５７

５１

２,９８８

８,９３６

２５２

７０９

６９９

１０

２７,３７０

１５,１００

１１,６６２

２９３

１７４

２１２

７４

△

△

５７,７２８

１,８３５

８４８

３７,２８５

２,００４

３,９３７

１,２１７

１７２

９５

１,３８２

７,４０１

１,５３９

２２

１３

５３,９９４

２１,９４３

５,２４９

３７３

３,９１３

４６

３,０８８

８,９６６

３０４

５５５

５４６

９

３１,４９５

１７,８９１

１３,１４０

７５７

１４８

２７７

７１９

△

△

５４,７５６ 

１,０８７ 

１,０２５ 

３６,１１０ 

１,９３７ 

４,０２３ 

１,１５１ 

１４３ 

３４ 

１,０１７ 

５,４１７ 

２,７６３ 

５７ 

１３ 

 

５２,６４１ 

２１,５３５ 

４,２５５ 

２８５ 

４,２１２ 

４７ 

２,８４１ 

８,９６６ 

９２７ 

６４１ 

６３１ 

９ 

３０,４６３ 

１７,１９７ 

１２,６５１ 

７４３ 

１６１ 

３２７ 

６１９ 

 ＋ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

△ 

 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

△ 

２,９７１

７４７

１７６

１,１７４

６７

８６

６６

２８

６１

３６４

１,９８３

１,２２３

３５

０

１,３５３

４０７

９９４

８７

２９８

１

２４７

─

６２２

８６

８５

０

１,０３２

６９３

４８８

１３

１３

５０

９９

   

資  産  合  計 ９９,３６８ １１１,７２２ １０７,３９７  ＋ ４,３２５
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 （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度  

(平成 17 年 9 月 30 日) (平成 18 年 9 月 30 日) (平成 18 年 3 月 31 日) 対前期増減 

期  別 
 
科  目 金  額 金  額 金  額  

（ 負 債 の 部 ）     

流 動 負 債 
支  払  手  形 
買    掛    金 
短 期 借 入 金 
一年内返済長期借入金 
未    払    金 
未  払  費  用 
未 払 法 人 税 等 
前    受    金 
預    り    金 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
製品補償損失引当金 
取引先支援損失引当金 
設 備 関 係 支 払 手 形 
固 定 負 債 

社        債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
そ の 他 

３７,９０１

８２３

２６,３３３

２,４８０

１,７１５

１,１５９

１,８４１

１,９９７

３１

４７

１,３０１

─

─

─

１６９

７,８４２

１,５６３

３,４７１

７９３

１,３０２

１８１

５３０

４３,９９２

６２３

２９,８３４

４,１９８

１,３４５

１,０３２

１,９３６

２,１４５

９７

４７１

１,２４０

８５

１１０

─

８７１

６,５００

７４７

２,１２５

２,０３４

１,３２８

１９８

６５

４２,７００ 

７５６ 

２８,９４９ 

３,４３１ 

１,５４５ 

１,３２１ 

１,８５７ 

２,２３０ 

３３ 

２４４ 

７９５ 

─ 

１１５ 

８６７ 

５５３ 

６,７９０ 

７７２ 

２,７７３ 

１,６７１ 

１,３１３ 

１９５ 

６４ 

 ＋ 

△ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

△ 

＋ 

△ 

△ 

△ 

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

１,２９２

１３２

８８５

７６７

２００

２８９

７８

８５

６４

２２７

４４５

８５

５

８６７

３１８

２８９

２５

６４７

３６３

１５

３

０

負 債 合 計 ４５,７４４ ５０,４９３ ４９,４９１  ＋ １,００２

（ 資 本 の 部 ）     

資  本  金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 

自己株式処分差益 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 
任 意 積 立 金 

特 別 償 却 準 備 金 
別 途 積 立 金 

中間(当期)未処分利益 

１４,０３５

６,５４５

５,７５７

７８８

７８８

２８,３８９

９６０

２２,８４２

１６２

２２,６８０

４,５８７

─

─

─

─

─

─

─

─

─

─

─

１４,４０１ 

６,８２４ 

６,１２２ 

７０２ 

７０２ 

３０,８０６ 

９６０ 

２２,８４２ 

１６２ 

２２,６８０ 

７,００４ 

 △ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

１４,４０１

６,８２４

６,１２２

７０２

７０２

３０,８０６

９６０

２２,８４２

１６２

２２,６８０

７,００４

その他有価証券評価差額金 ４,６６９ ─ ５,８８５  △ ５,８８５

自 己 株 式 △ １４ ─ △ １０  ＋ １０

資 本 合 計 ５３,６２４ ─ ５７,９０６  △ ５７,９０６

負債及び資本合計 ９９,３６８ ─ １０７,３９７  △ １０７,３９７

（純資産の部） 
株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 
評価・換算差額等 
 その他有価証券評価差額金 

─

─

─

─

─

─

─

△

５４,９０１

１４,４０６

６,８０７

３３,７２９

４１

６,３２７

６,３２７

 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

  

＋ 

＋ 

＋ 

＋ 

△ 

＋ 

＋ 

５４,９０１

１４,４０６

６,８０７

３３,７２９

４１

６,３２７

６,３２７

純 資 産 合 計 ─ ６１,２２９ ─  ＋ ６１,２２９

負債、純資産合計 ─ １１１,７２２ ─  ＋ １１１,７２２
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比 較 損 益 計 算 書 

 （百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 
前中間会計期間 当中間会計期間  前事業年度 

自 平成１７年４月 １日

至 平成１７年９月３０日

自 平成１８年４月 １日

至 平成１８年９月３０日
対前年中間期 

増    減 

自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日 

期  別 
 
 
科  目 金  額 比率 金  額 比率  金  額 比率

 ％ ％  ％

Ⅰ 売    上    高 ５２,６９２ 100.0 ５７,２４１ 100.0 ＋ ４,５４８ １１３,６４０ 100.0

Ⅱ 売  上  原  価 

   売 上 総 利 益 

４４,８８７

７,８０５

85.2

14.8

４９,０９１

８,１５０

85.8

14.2

＋

＋

４,２０３ 

３４４ 

９６,８７５

１６,７６５

85.3

14.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

   営 業 利 益 

４,２３８

３,５６７

8.0

6.8

３,９２８

４,２２２

6.8

7.4

△

＋

３１０ 

６５５ 

８,７８２

７,９８２

7.7

7.0

Ⅳ 営 業 外 収 益 

 １ 受取利息及び配当金 

 ２ そ の 他 

１,９５１

８６０

１,０９１

3.7 １,７８８

１,２００

５８８

3.1 △

＋

△

１６３ 

３４０ 

５０３ 

３,６４８

１,９９８

１,６４９

3.2

Ⅴ 営 業 外 費 用 

 １ 支 払 利 息 

 ２ そ の 他 

   経 常 利 益 

３９

３８

０

５,４７９

0.1

10.4

３１

３１

０

５,９７８

0.1

10.4

△

△

△

＋

７ 

６ 

０ 

４９９ 

７５

６３

１１

１１,５５５

0.0

10.2

Ⅵ 特  別  利  益 

 １ 固 定 資 産 売 却 益 

 ２ そ の 他 

８

１

６

0.0 ５

１

３

0.0 △

△

△

３ 

０ 

２ 

２

２

─

0.0

Ⅶ 特  別  損  失 

 １ 固 定 資 産 処 分 損 

 ２ 投資有価証券評価損 

 ３ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 

 ４ 取引先支援損失引当金繰入額 

９

６

３

─

─

0.0 ２３４

４

９６

１３３

─

0.4 ＋

△

＋

＋

２２４ 

１ 

９２ 

１３３ 

─ 

１,６３８

１７８

５３

５３９

８６７

1.5

  税引前中間（当期）純利益 ５,４７８ 10.4 ５,７５０ 10.0 ＋ ２７１ ９,９２０ 8.7

  法人税、住民税及び事業税 ２,０７０ 3.9 ２,２３０ 3.8 ＋ １６０ ３,８２０ 3.4

  法 人 税 等 調 整 額 △１４８ △0.3 △３０１ △0.5 △ １５２ △２９２ △0.3

  中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ３,５５６ 6.7 ３,８２１ 6.7 ＋ ２６４ ６,３９２ 5.6

  前 期 繰 越 利 益 １,０３０  １,０３０

  中 間 配 当 額 ─  ４１９

  中間（当期）未処分利益 ４,５８７  ７,００４
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中間株主資本等変動計算書 
当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）（百万円未満切捨表示） （単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
項目 

資本金 
資本準備金

その他 

資本剰余金
利益準備金 特別償却 

準備金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

平成 18 年 3 月 31 日残高 14,401 6,122 702 960 162 22,680 7,004

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
5 5  

新株予約権の行使  △22  

剰余金の配当   △728

役員賞与金   △170

特別償却準備金の積立  62 △62

特別償却準備金の取崩  △65 65

別途積立金の積立   5,000 △5,000

中間純利益   3,821

自己株式の取得   

自己株式の処分  0  

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動 

額（純額） 

  

中間会計期間中の変動額 

合計 
5 5 △22 ─ △3 5,000 △2,073

平成 18 年 9 月 30 日残高 14,406 6,127 679 960 158 27,680 4,930

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

   

   

   

項目 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

純資産合計

   

平成 18 年 3 月 31 日残高 △10 52,021 5,885 57,906  

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
 10 10

 

新株予約権の行使 36 13 13  

剰余金の配当  △728 △728  

役員賞与金  △170 △170  

特別償却準備金の積立  ─ ─  

特別償却準備金の取崩  ─ ─  

別途積立金の積立  ─ ─  

中間純利益  3,821 3,821  

自己株式の取得 △68 △68 △68  

自己株式の処分 0 0 0  

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動 

額（純額） 

 442 442

 

中間会計期間中の変動額 

合計 
△30 2,880 442 3,322

 

平成 18 年 9 月 30 日残高 △41 54,901 6,327 61,229  
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 棚卸資産 

計器類の製品・仕掛品……総平均法による原価法 

その他の製品・仕掛品……個別法による原価法 

原    材    料……総平均法による原価法 

貯    蔵    品……最 終 仕 入 原 価 法 

(2) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

② 満期保有目的の債券……償却原価法（定額法） 

③ その他有価証券 

時価のあるもの……中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

(3)デリバティブ取引 

時価法 

 

２．固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産……定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

(2) 無形固定資産……定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5 年)に基づ

く定額法 

(3) 長期前払費用……定額法 

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 

３．引当金の計上方法 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権及び

破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3)役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11 月 29 日）を

適用しております。 

これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ 85 百万円減

少しております。 

(4)製品補償損失引当金 

顧客に納入した製品に対し発生したクレームに係わる費用に備えるため、今後発生が見込まれる補償費等

について合理的に見積もられる金額を計上しております。 

(5)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)による按分額を償却

することとしております。 

数理計算上の差異については発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10 年)による按分額を、

翌期から費用処理することとしております。 

(6)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
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４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

 

５．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

（貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号 平成 17 年 12

月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号 平

成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は 61,229 百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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［注   記］ 

 

貸 借 対 照 表 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１．子会社に対する短期金銭債権 

         長期金銭債権 

         短期金銭債務 

１８,８０９

２１０

５,５３６

百万円

百万円

百万円

２０,３４９

１４０

６,１０３

百万円 

百万円 

百万円 

１９,１２１

１７５

６,２３０

百万円

百万円

百万円

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 ３７,６７４ 百万円 ３９,７１５ 百万円 ３８,５４９ 百万円

 

３．(中間)貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器の一部については、リース契約により使用してお 

ります。 

 

４．国庫補助金の受入により有形固定資産の取得価額から控除されている圧縮記帳額 

車 両 運 搬 具 

工具・器具及び備品 

０

６２

百万円

百万円

０

６２

百万円 

百万円 

０

６２

百万円

百万円

 

５．担保に供している資産 

有 形 固 定 資 産 

投 資 有 価 証 券 

３,１２７

５,７１３

百万円

百万円

３,０４５

３,５３３

百万円 

百万円 

３,０７４

６,４８８

百万円

百万円

 

６．保証債務残高 １５１ 百万円 ３３５ 百万円 ２１５ 百万円

 

７．当中間期中の発行済株式数の増減 
 

発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本組入額（円）

平成18年 4月 1日 

～9 月 30 日 
新株予約権の行使 12,016 10,994,640 5,503,328

 

損 益 計 算 書 

  子会社との取引 

売    上    高 

営  業  費  用 

営業取引以外の取引高 

１７,６６２

１０,７３６

６２５

百万円

百万円

百万円

１８,２５７

１１,７３１

８０７

百万円 

百万円 

百万円 

３７,７８０

２２,１３９

１,２１４

百万円

百万円

百万円

 
中間株主資本等変動計算書関係 

当中間会計期間 

自己株に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） ４ ２８ １５ １６

 

 


